
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

ＩＣＴ指導員の増員を要望していく。有料デザインが使用できるように、予算化していきたい。

ＩＣＴ指導員の人数が不足している。ＨＰの無料デザインを
使用しているため更新されない。更新作業をＩＣＴ指導員が
ひとつひとつ作業をするため、効率的でない。

・教育用ポータルサイトデータ（総合教育研究所ホームペー
　ジ、教育指導課ホームページ、つくば市教育用ポータルサ
　イト）の維持管理を行う。
・各校でのネットワークの管理へのサポート、及びホームペ
　ージの作成、管理へのサポート、校内のICT機器の各種問
　い合わせ等への対応を行う。

各校のホームページが定式的に更新された。
各校のトラブルシューティングに対応し、業務の効率化が図
れた。

・ホームページ関連
　４月：ICT機器整備にかかる資料配布
　５月：ICT機器準備にかかる研修会
　７月：研修会実施
随時
・全校HPのアップグレード
・教育用ポータルサイトデータの維持管理
・各校からの要請による訪問
・各校からの問い合わせ等への対応

４月：ＩＣＴ機器整備に係る資料配布
５月、７月：研修会実施
随時
・教育用ホームページ・ポータルサイトデータの維持管理
・各校ホームページ作成・更新等に対する問い合わせ対応
・教育系ネットワークの維持管理
・機器、アプリケーション等の各種対応（不具合、インスト
ール等）

ICT機器・ネットワーク・ホームページの維持管理事業

職員のみ

01-100102-15 情報教育振興に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　教育用ポータルサイトデータ及びネットワーク・ICT機器
の維持管理を行い業務効率化を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

826

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【需用費】（消耗品費）800,000円
【役務費】（ＳＳＬ化手数料）71,000円
【備品購入費】（ソフトウエア購入）97,000円

       5,548        5,901

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.70          0.70

        10.00         60.00

無 無

       4,965        4,897

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         583        1,004          968          968

         583        1,004          968          968

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

つくばスタイル科の中に、ＳＤＧｓについての理念と必要性が理解できる単元を位置付ける。ＳＤＧｓについての教員研
修の充実を図る。

ＳＤＧｓの理念をつくばスタイル科の中で周知しているが、
教員および児童生徒への周知と理解促進が不足している。

・市内小中学校の児童、生徒が作成したエコシールのコンテ
　ストを実施
　優秀作品への表彰
　優秀作品の掲示、学校や保護者、地域の方への配付

エコシールは昨年度よりも多くの応募があり、環境教育への
意識向上やＳＤＧｓへの関心を感じることができた。
ホームページで公開したことで、保護者だけでなく、一般の
方へもエコライフ・ＳＤＧｓについて呼びかけることができ
た。

５月　エコシールコンテストについて研修の際に伝達
５月～　各校にてエコシールを作成
９月　エコシール提出
10月　入賞作品について各校に伝達
11月　プレゼンテーションコンテストの際に表彰式実施、入
　　　賞作品を会場にて配付
12月　入賞作品を広報誌やホームページにて公開

エコシールコンテストには7964点の応募があった。
今年度は試験的にＳＤＧｓを取り入れるとともに、エコアニ
メ部門をもうけ、アニメーション作成にも挑戦してもらった
。
受賞作品は、つくばキッズ（ホームページ）で公開した。

継続

エコシールコンテスト事業

職員のみ

01-100102-15 情報教育振興に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　児童生徒のエコシールを通じて、市内の小中学校や保護
者、地域に向けて、児童生徒の学習成果を発信するととも
に、エコライフを呼びかける。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

827

Ⅱ 2 (2) ＩＣＴ教育の推進

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【報償費】（ＳＤＧｓシールコンテスト入賞者副賞）35,000円
【需用費】（消耗品費）212,912円

       2,206        2,145

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

         3.00         10.00

無 無

       2,126        2,060

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          80           85          248          248

          80           85          248          248

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・教職員の専門的知識を養うための自己研修又は共同研修の
　充実を図るための補助事業

各種研修会に参加したことで、専門的知識の向上が図れた。
校内研修では、課題改善に取り組み、指導法・授業力・実践
力の向上が図れた。

・各校の教職員数に応じて予算配当し、教職員の研修の充実
　を図る。
　補助予定期間：４月後半から２月末

４月：要項作成、説明会、交付決定
５月：概算払い
３月：交付確定、概算払い精算
補助期間：４月22日から２月29日
外部の各種研修会へ参加。
講師を招いての校内研修の実施。
専門書籍を購入しての校内及び学園での部会・学年別研修の
実施。

継続

教職員研修補助事業

職員のみ

01-100102-28 総合教育研究所に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　校外研修の参加や校内研修を充実させることで、教職員の
資質向上を図り、つくば市の教育水準を引き上げる。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

830

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

教職員研修補助金　3,000,000円

       5,103        5,107

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

         0.00          0.00

無 無

       2,118        2,118

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,985        2,989        3,000        3,000

       2,985        2,989        3,000        3,000

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

小中一貫教育に関する実態調査について、教育局の指針を鑑み、調査目的及び調査項目等の検討を図る。

小中一貫教育に関する実態調査については、ステージ7期を
迎え、成熟期となったことから、アンケート調査についても
見直しを図る必要がある。実態と調査項目との乖離が見られ
る。

・アンケートや各種調査を行い、児童・生徒の学力や意識等
　の変容を捉える。
・各学園での教育実践の取組や教職員、児童生徒の意識につ
　いて、その変容を調査する。
・調査によって明らかとなった本市の教育の成果等を、広報
　誌やホームページ等を通じて、保護者や地域、全国に向け
　て発信する。

プロジェクタ及び電子黒板に関する調査は、費用対効果の高
いＩＣＴ環境整備を促進することにつながった。プログラミ
ング教育先行必修化にかかる、実施状況を調査することで、
先生方の意識調査や研修へフィードバックできた。児童生徒
のプログラミング教材の環境整備へのエビデンスにもなった
。

・小中一貫教育に関する意識調査
　４月　調査結果のグラフ化、分析、まとめ、各校への伝達
　５月　調査結果や分析を小中一貫教育指導訪問を通じて伝
　　　　達
　１月　調査項目の検討
　２月　教職員、児童生徒への調査実施、集計、分析
・児童生徒の成長の姿や本市教育の成果を、広報誌やホーム
　ページ等を活用しての広報活動
・各種研修後のアンケート調査

　４月　調査結果のグラフ化、分析、まとめ、各校への伝達
　５月　学校情報化認定に関する調査
　６月　電子黒板及びプロジェクタの使用に関するる調査
　３月　教育の情報化に関する実態調査
　　　　小中学校プログラミング教育に関する調査
・児童生徒の成長の姿や本市教育の成果を、広報誌やホーム
　ページ等を活用しての広報活動
・各種研修後のアンケート調査

継続

教育に関する調査・研究事業

職員のみ

01-100102-28 総合教育研究所に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　本市の教育の成果の検証としてアンケートや各種調査を行
い、児童・生徒の学力、意識等の変容を捉える。
　各種調査によって、本市の教育による児童生徒、教職員の
変容等を明らかにするとともに、保護者や地域、全国に向け
て発信する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

832

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【旅費】（普通旅費）94,720円
【需用費】（図書）301,000円

       2,522        2,320

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

         6.00         10.00

無 無

       2,133        2,060

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         389          260          396          396

         389          260          396          396

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・学園の森、みどりの学園などでは、クラス増が今後も予想
され、教員の数も増える状況であり、今後ますます校務用パ
ソコンが必要になるため、予算の確保が課題である。

・小学校の校務用パソコン、センターサーバ、複合機及び印
　刷機のリース事業

・校務用パソコンの修繕状況を正確に把握し、計画的に修繕
を行った。
・電子黒板を配置したことにより、より幅の広い授業(ICTを
活用した授業)を展開した。

・定期的に教諭の配置を確認して、校務用パソコンの有効活
用を図る。
・定期的に修繕費を算出し、計画的な対応を図る。
・パフォーマンスチャージの削減を図る。

・慢性的な校務用パソコン不足に伴い、９月補正にて校務用
パソコンを令和２年４月から配備できるようになった。
・修繕費を修繕内容、金額、緊急性、月や学校毎に集計し
計画的且つ効率的に修繕を実施。
・電子黒板を各小学校及び義務教育学校(前期)へ各2台賃借
にて配置。
・令和３年１月から校務支援システム導入のための予算を獲
得。

小学校事務用パソコン整備事業

職員のみ

01-100201-17 情報機器整備に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

学校教育の情報化の推進に関する法律

つくば市教育振興基本計画

　ICT教育を推進し、教職員の事務の効率化・軽量化を図る
とともに、学校の情報化に備える。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

835

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【需用費】（ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾁｬｰｼﾞ）6,732,000円（リース機器修繕）1,254,000円
【委託料】（情報機器移設委託料）1,540,000円
【使用料及び賃借料】（複写機）2,966,000円（印刷機）1,875,000円
（校務用コンピュータ）46,008,000円（校務支援システム）5,295,000円
【備品購入費】（管理用備品）284,000円

      55,451       65,733

拡充

5

4

3

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.40

        40.00         50.00

無 無

       2,218        2,837

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

児童生徒の増加に伴い、教員数が増えることにより、今後ますます校務用パソコンが必要になる。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      53,233       62,896       65,954       80,954

      53,233       62,896       65,954       80,954

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・学園の森、みどりの学園などでは、クラス増が今後も予想
され、教員の数の増える状況であり、今後ますます校務用パ
ソコンが必要になるため、予算の確保が課題である。

・中学校の校務用パソコン、センターサーバ、複合機及び印
　刷機のリース事業

・校務用パソコンの修繕状況を正確に把握し、計画的に修繕
を行った。
・電子黒板を配置したことにより、より幅の広い授業(ICTを
活用した授業)を展開した。

・定期的に教諭の配置を確認して、校務用パソコンの有効活
用を図る。
・定期的に修繕費を算出し、計画的な対応を図る。
・パフォーマンスチャージの削減を図る。

・慢性的な校務用パソコン不足に伴い、９月補正にて校務用
パソコンを令和２年４月から配備できるようになった。
・修繕費を修繕内容、金額、緊急性、月や学校毎に集計し
計画的且つ効率的修繕を実施。
・電子黒板を各中学校及び義務教育学校(後期)の普通教室
の全クラスへ賃借にて配置。
・令和３年１月から、校務支援システム導入のための予算を
獲得。

継続

中学校事務用パソコン整備事業

職員のみ

01-100301-17 情報機器整備に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

学校教育の情報化の推進に関する法律

つくば市教育振興基本計画

　ICT教育を推進し、教職員の事務の効率化・軽量化を図る
とともに、学校の情報化に備える。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

836

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【需用費】（ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾁｬｰｼﾞ）5,376,000円（リース機器修繕）608,000円
【使用料及び賃借料】（複写機）1,876,000円（印刷機）1,221,000円
（校務用コンピュータ）19,593,000円（校務支援システム）2,568,000円
【備品購入費】（管理用備品）24,000円

      26,529       30,501

拡充

5

4

3

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.40

        40.00         50.00

無 無

       2,218        2,837

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

児童生徒の増加に伴い、教員数が増えることにより、今後ますます校務用パソコンが必要になる。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      24,311       27,664       31,266       46,266

      24,311       27,664       31,266       46,266

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・幼稚園の事務用複合機及び印刷機のリース

・複合機及び印刷機のリプレイスを一般競争入札にすること
で、パフォーマンスチャージ料の削減を図った。

・職員の事務の効率化・軽量化を図り、ICT機器の充実を目
指す。

・幼稚園の事務用複合機及び印刷機のリプレイスを行った。
・パフォーマンスチャージ料の令達。

継続

幼稚園事務用情報機器整備事業

職員のみ

01-100401-19 情報機器整備に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

学校教育の情報化の推進に関する法律

つくば市教育振興基本計画

・職員の事務の効率化・軽量化を図り、ICT機器の充実を目
指す。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

839

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【需用費】（ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾁｬｰｼﾞ）960,000円
【使用料及び賃借料】（複写機）1,575,000円（印刷機）763,000円

       3,241        3,047

維持

4

4

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.10

        10.00          0.00

無 無

         731          679

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,510        2,368        3,298        3,298

       2,510        2,368        3,298        3,298

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・市内の教職員から、つくばスタイル科ワーキンググループ
　を編成し、単元プランの見直しや作成を実施する。
・単元プラン集を発行し、つくばスタイル科で実施すべき内
　容を周知する。
・各学園・各学校間のつくばスタイル科におけるICTの活用
　が円滑なものとなるよう、ICT指導員を派遣し、助言指導
　を行う。

ワーキングクループ研修会において、単元プランの見直しを
行うことにより、学習内容の洗練を図ることができた。
ＩＣＴ指導員のサポートで、学習内容の充実が図れた。
各種専門家による授業を受けることで、学習内容の充実が図
れた。

・つくばスタイル科ワーキンググループの実施（年間４回）
・年度末　つくばスタイル科単元プラン集の発行
・随時　各校でのつくばスタイル科におけるICT機器の利活
　　　　用促進のためのICT指導員の派遣

つくばスタイル科ワーキンググループ研修会を４回実施
つくばスタイルの学習におけるＩＣＴ機器活用のサポート
つくばスタイル科単元プラン集の作成
つくばスタイル科研究指定学園事業の実施（講師謝礼、教材
の購入）

継続

つくばスタイル科の振興事業

職員のみ

01-100102-26 つくばスタイル科振興に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　本市独自の教科であるつくばスタイル科の内容を検討し、
単元プランを作成、配付することで、市内の教職員の理解を
深める。
　各学園・各学校間でのつくばスタイル科の取組が円滑なも
のとなるよう支援する。
　つくばスタイル科で環境について学んだ児童生徒が、環境
かるた大会に参加することで環境への意識を高められるよう
にする。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 1 小中一貫教育の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

828

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【報償費】（講師謝礼）25,000円×16学園）（謝礼、入賞賞品）78,000円
【旅費】（ＷＧ研修会旅費）90,095円
【需用費】（教材用消耗品費）30,000円×16学園（印刷製本費）380,000円
【役務費】（保険料）16,500円
【使用料】（駐車場使用料）56,000円
【賃借料】（自動車賃借料）165,000円

       4,433        3,514

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

         5.00         10.00

無 無

       2,131        2,143

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,302        1,371        1,666        1,666

       2,302        1,371        1,666        1,666

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・小中一貫教育全国サミットに参加し、見識を広めるととも
　に本市の小中一貫教育の成果について発表する。
・本市の小中一貫教育に関するパンフレットや資料等を作成
　し、教職員や視察者に取組と成果を広報する。

全国サミットへ参加したことで、小中一貫教育にたいする見
識を広めることができ、また、本市の取組を全国的に紹介す
ることができた。
学園訪問を通じて、小中一貫教への理念の平準化が図れた。

・本市教育に関するパンフレットや資料等の作成
・小中一貫教育全国サミットin堺への参加

11月　小中一貫教育全国サミットin堺へ参加
学校教育指導員による学園訪問（各学園１回）

継続

小中一貫教育推進体制の整備事業

職員のみ

01-100102-28 総合教育研究所に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　教職員研修を通じて、小中一貫教育への理念の平準化を図
るとともに、教職員一人一人の資質能力を高める。
　本市の小中一貫教育の取組とその成果を検証する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 1 小中一貫教育の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

833

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【報償費】（委員謝礼）64,000円
【旅費】（小中一貫全国サミット旅費）225,680円
【負担金】（小中一貫教育全国連絡協議会）30,000円

       2,676        2,305

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.30

         6.00         10.00

無 無

       2,133        2,143

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         543          162          320          320

         543          162          320          320

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

学校ICT推進委員については、遠隔による授業公開など先進技術を活用する。効率的な活躍の場を設定する。訪問研修や
計画指導訪問、校長会などを通して先進的ICT教育について理解を図り、全市内の学校での意識を向上させる。

・学校ICT推進委員会が働き方改革の観点から、集合する事
や移動時間を削減する方向にあり、十分な活躍の場が設定で
きない。
・ICT教育推進において、学校間での差が感じられる。

・ICT教育推進委員研修会を実施する。
・文部科学省主催の研修会への参加や全国の情報教育に関す
　る各種研修会に参加し、見識を深めるとともに本市の情報
　教育について発信する。

・学校ICT推進委員による、市内ICT教育実践公開授業を行う
ことで、広くICTの効果的活用を周知することができた。
・校務支援システムについての研修会を通して、働き方改革
に対する意識を高めることができた。
・ICT活用フォーラムをつくば市で開催することで、本市の
教育の取り組みや成果を全国に向け発信できた。

・学校ICT教育推進委員研修会の実施
　※全国規模の研修会や発表会等への参加等
・JAET日本教育工学研究協議会全国大会への参加
・NEW EDUCATION EXPOへの参加
・全国首長協議会総会参加
・マイクロソフト研修
・その他、全国の情報教育に関する各種研修会への参加

・学校ＩＣＴ推進委委員を32名選出し、研修会を実施した。
・NEW EDUCATION EXPOに総研職員が参加し、新しいICT教育
や校務支援システムについて研修した。
・JAET島根大会に出席し、つくば市の取り組みを発表した。
・マイクロソフトによる研修会に参加し、新しい学びにおけ
るoffice365の活用法について見識を深めた。
・1月16日学校ICTフォーラムが開催され、各自治体の首長や
環境整備担当とGIGAスクール構想についての意見共有ができ
た。

継続

情報教育振興事業

職員のみ

01-100102-15 情報教育振興に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　ICT教育推進委員会等を実施することにより本市の教職員
の資質能力を高めるとともに、推進委員が学んだことを各学
園での研修の中心として伝達することにより、本市全体の情
報教育のレベルの向上を図るため学園ICTのリーダーを育て
る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

824

Ⅱ 2 (2) ＩＣＴ教育の推進

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【報償費】（講師謝礼）99,000円
【旅費】（普通旅費）185,000円（特別旅費）306,000円
【需用費】（消耗品費）422,511円（印刷製本費）2,092,000円
【役務費】（保険料）3,000円
【備品購入費】（ソフトウエア購入費）91,000円
【負担金】（研究大会参加費）12,000円

       5,235        5,255

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.40          0.40

         6.00         30.00

無 無

       2,838        2,788

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,397        2,467        3,211        3,211

       2,397        2,467        3,211        3,211

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・毎年、市内の小中学校の児童生徒が参加し、つくばスタイ
　ル科での学習成果をスタディノートを使ってまとめ、電子
　黒板等に映し出してプレゼンテーションを行う。
・校内審査を経て提出された学校代表作品について、決勝大
　会を実施する。

プレゼンテーションの場を多く与えることで、発信力・表現
力の向上が図れた。
全国大会へ参加したことで、つくば市のプレゼンテーション
の取組を全国に発信することができた。

・つくばスタイル科や各教科の学習を通して学んだ内容を、
　課題解決発信型の学習の成果として、市内の児童生徒がプ
　レゼンテーションを作成する。
・校内審査を各校で行い、各校代表作品を選抜することで、
　プレゼンテーションの質的な向上を図る。提出された各校
　代表作品については、総合教育研究所で審査を行う。
・審査によって選抜された代表作品には賞を授与するととも
　に、全国プレゼンテーションコンテスト等への参加を促し
　ていく。

各教科において学んだ学習の成果を、児童生徒が各校でプレ
ゼンテーションし、市長賞を受賞した作品は、つくば市プレ
ゼンテーションコンテストで発表した。
上郷小学校の児童が、全国プレゼンテーションコンテストin
羽生の小学校外国語部門で発表した。

小中学校プレゼンテーションコンテスト事業

職員のみ

01-100102-15 情報教育振興に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　学習成果をまとめ、プレゼンテーションを行う場を多く与
えることで、発信力・表現力の向上を図る。
　つくば市次世代型スキルを広く周知する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

825

Ⅱ 2 (2) ＩＣＴ教育の推進

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

令和２年度から予算事業を「つくばスタイル科振興に要する経費」へ変更

       1,481        1,559

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.20

         5.00         10.00

無 無

       1,425        1,437

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          56          122          344            0

          56          122          344            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・小学校のCAI室整備、電子黒板、LAN機器整備及び図書シス
テム、学習支援ソフトのリース事業

・ICT教育を推進するため、新指導要領の内容に沿ったコン
ピュータ及びソフト等を導入・入替を行い、教育環境の充実
を図った。

・予算の有効活用検討し、導入パソコン等の台数を可能な限
り増やして契約を行う。

・CAI室に児童用タブレットパソコン320台をリースで整備

継続

小学校ICT教育推進事業

職員のみ

01-100202-17 ＩＣＴ教育推進に要する経費

         7.7

         0.0

         7.7

         0.0

         8.4

         0.0

         8.1

         0.0

         8.2

         0.0

         8.2

         0.0

         0.0

         0.0

学校教育の情報化の推進に関する法律

つくば市教育振興基本計画

・ICT教育を推進するため、新指導要領にあったコンピュー
タ及びソフト等を導入（入替）し、教育環境の充実を図るた
め。

教育用PC1台あたりの児童生徒数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         7.0

         0.0

         7.0

         0.0

         7.0

         0.0

         6.5

         0.0

         6.0

         0.0

         5.5

         0.0

         5.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

837

活動指標

教育局総合教育研究所

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【需用費】（消耗品）716,000円
【役務費】（インターネット通信料）3,102,000円
【使用料及び賃借料】（教育用コンピュータ）100,979,000円（学習支援ソフトウエア）17,823,000円

     136,796      141,591

拡充

5

4

3

3

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

他の事業に優先して進める必要がある。

         0.30          0.40

        30.00         50.00

無 無

       2,193        2,837

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

文部科学省のＧＩＧＡスクール構想による１人１台端末整備のため、市内全児童の３分の１にあた
る整備費用が必要になるため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

     134,603      138,754      122,620      172,620

     134,603      138,754      122,620      172,620

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・中学校のCAI室整備、電子黒板、LAN機器整備及び図書シス
テム、学習支援ソフトのリース事業

・ICT教育を推進するため、新指導要領の内容に沿ったコン
ピュータ及びソフト等を導入・入替を行い、教育環境の充実
を図った。

・予算の有効活用検討し、導入パソコン等の台数を増やして
契約を行う。

・CAI室に生徒用タブレットパソコン160台をリースで整備し
た。

継続

中学校ICT教育推進事業

職員のみ

01-100302-17 ＩＣＴ教育推進に要する経費

         7.7

         0.0

         7.7

         0.0

         8.4

         0.0

         8.1

         0.0

         8.2

         0.0

         8.2

         0.0

         0.0

         0.0

学校教育の情報化の推進に関する法律

つくば市教育振興基本計画

　ICT教育を推進するため、新指導要領にあったコンピュー
タ及びソフト等を導入(入替)し、教育環境の充実を図るため
。

教育用PC１台を児童生徒が何人で使用しているかを表す。
将来的には国の目標値3.6人に１台を目指す。

教育用PC1台あたりの児童生徒数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         7.0

         0.0

         7.0

         0.0

         7.0

         0.0

         6.5

         0.0

         6.0

         0.0

         5.5

         0.0

         5.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

838

活動指標

教育局総合教育研究所

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【需用費】（消耗品）976,000円
【役務費】（インターネット通信料）1,127,000円
【使用料及び賃借料】（教育用コンピュータ）65,295,000円（学習支援ソフトウエア）7,035,000円

      61,741       72,668

拡充

5

4

3

3

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

他の事業に優先して進める必要がある。

         0.30          0.40

        30.00         50.00

無 無

       2,193        2,837

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

文部科学省のＧＩＧＡスクール構想による１人１台端末整備のため、市内全生徒の３分の１にあた
る整備費用が必要になるため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      59,548       69,831       74,433       99,433

      59,548       69,831       74,433       99,433

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

訪問研修については、計画的に実施し、市内全校で実施することを目指す。また、共通理解及び伝達等については遠隔シ
ステムを活用した方法を取り入れていく。ＩＣＴ指導員の増員を計画し要望していく。

変形労働時間制の導入を鑑み、県においても悉皆研修削減傾
向にあることから、集合研修による周知徹底がむずかしい状
態である。共通理解や伝達については、学校ごとの研修であ
るとタイムラグが生じやすい。

・教職員に対し、ICTの活用や指導力向上のための研修とし
て年間に２回の悉皆研修を位置づけ、実施する。

ＩＣＴ研修については、集合研修による一斉研修を廃止し、
希望性による研修をおこなったことで、各学校の課題に応じ
た研修を行うことができた。また、ＩＣＴ活用能力の向上や
プログラミング教育についても、学校ごとの研修を行ったこ
とで、取組への意識付けを図ることができた。

悉皆研修　学校ICT教育研修を年間２回実施
各学校へ訪問してのＩＣＴ教育研修の実施（随時）

・教職員に対し、ＩＣＴの活用や指導力向上のための研修と
して年間に２回の悉皆研修を位置付け実施
・年間を通じて、希望制によるＩＣＴ研修を位置付けること
で、受講者のスキルに応じて自主的に受講できる研修を実施

・プログラミング教育研修については、訪問研修を行い、全
学校での実施を促す

教員のICT活用指導力向上研修事業

職員のみ

01-100102-28 総合教育研究所に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

市内の教職員に対し、ICTの効果的な活用のための研修を行
うことで、教職員の授業力や実践力の向上を図るため。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 4 教育現場の支援体制整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

829

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【使用料及び賃借料】（コンピュータ賃借料）2,204,000円
（研修会旅費は「03教職員研修事業で計上）

       5,742        5,858

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

         4.00         50.00

無 無

       3,539        3,654

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,203        2,204        2,204        2,204

       2,203        2,204        2,204        2,204

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

本市の教育課題や教職員の年齢やキャリア等を研修講座に反映させる。各種行事との日程調整や遠隔システム等を利用し
て参加しやすい環境を整える。

小規模校では、研修日が他の出張と重なったり、出張者が偏
ったりすることで、欠講となる状況がある。希望研修にする
と、全員が受けない場合があることから、指導力の二極化が
進む。一定の年齢に集中してしまい、受講者の偏りがみられ
る。

・各種研修会の実施
　悉皆研修
　希望研修
　特別研修

市内の教職員に研修講座を実施し、教職員の資質・能力を高
めることに寄与した。受講者のキャリアい応じた研修、子供
たちの発達段階に応じた研修内容としたことで、受講者対象
者に応じた研修を実施することができた。

・研修講座の実施
　悉皆研修３講座延べ６回（予定）
　特別研修講座（年間２回程度）

悉皆研修３講座延べ６回実施
特別研修講座３回実施

継続

教職員研修事業

職員のみ

01-100102-28 総合教育研究所に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市内の教職員に対し、現在の教育の動向や本市の教育等の
研修を実施することにより、教職員として求められる資質・
能力や授業力、実践力等の向上を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 4 教育現場の支援体制整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

831

教育局総合教育研究所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【報償費】（講師謝礼）693,000円
【旅費】（費用弁償）5,000円（普通旅費）562,200円
【需用費】（消耗品費）53,000円（食糧費）28,000円

       6,817        6,299

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.80          0.80

        12.00         10.00

無 無

       5,676        5,671

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,141          628        1,341        1,341

       1,141          628        1,341        1,341

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・電気保安業務および施設保安業務、清掃業務、パソコン契
　約、駐車場の整備等の実施

各種修繕、業務委託を行ったことで、安心安全な施設環境を
整えることができた。

・安全・安心の研修環境を整えるため、長期修繕計画を検討
　する。
・事務室エアコン、体育館トイレ、電気工作物、フェンスの
　修繕
・環境整備（床清掃・ワックスがけ、窓清掃、植栽維持管理
　など）や、電気設備・消防設備点検及び体育館の法定定期
　調査を行う。

施設の各種修繕（事務室エアコン、体育館トイレ、、電気工
作物、フェンス）を行った。
施設の環境整備（本館及び体育館の床清掃・ワックスがけ、
窓清掃、植栽維持管理、エアコン清掃、）や電気・消防設備
点検、体育館の法定定期調査を行った。

継続

つくば市総合教育研究所維持管理事業

一部委託

01-100102-28 総合教育研究所に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　教職員の研修環境の整備及び安全確保

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 4 教育現場の支援体制整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

834

教育局総合教育研究所

％



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【手当】（管理職手当）720,000円
【旅費】（普通旅費）34,800円（特別旅費）86,080円
【需用費】（消耗品費）1,071,000円（燃料費）48,000円（印刷製本費）98,000円（光熱水費）1,829,000円（修繕
料・ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾁｬｰｼﾞ料）1,283,000円（肥飼料費）8,000円
【役務費】（電話料・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信料）551,000円
【委託料】（床窓清掃・警備・電気保安業務・消防設備点検・植栽維持管理・貯水槽点検）1,522,000円
【使用料及び賃借料】（土地・ＡＥＤ・複合機）821,000円
【備品購入費】（ＩＣＴ指導員用ＰＣ・特別支援教育用タブレット）1,093,000円
【負担金】（緊急メール配信システム・各種協議会等年会費）419,000円

      18,325       19,452

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.70          0.70

        54.00         30.00

有 無

       5,074        5,015

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          46            0            0            0

      13,205       14,437        9,584       14,584

      13,251       14,437        9,584       14,584

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


